
第２章　ハローワークのマッチング効率性についての分析

－求職行動に着目して－

１．本章の研究目的

労働市場を介して円滑に転職できるような環境の実現は、労働者にとって重要なセーフテ

ィネットとなる。なかでも求人と求職の結びつきを支援する職業紹介サービスが効率的に機

能することは、そのような環境の実現においては不可欠な条件となる。本章の目的は、そう

した職業紹介サービスの重要な担い手であるハローワークを対象に、離職してから３ヶ月以

内の就職率、求職期間（離職期間）、転職後賃金という３つのマッチング効率性を測る成果

指標を用いて、その職業紹介機能を検証することである。

ハローワークでは、よりよい職業紹介を行うため、あるいは職員の職業能力・職業紹介サ

ービス向上のためのさまざまな取組みが行われている。本章では、それらの取り組みの実態

を明らかにするとともに、マッチング効率性に有効な取り組みとは何かについて検証する。

その際、前職で雇用保険に加入していて、離職した後に雇用保険の受給手続き及び求職申込

みをした者同士の比較に基づく分析を行うことになるが、マッチング効率性は、ハローワー

クの属性や取組みだけでなく、求職者本人の属性や労働市場特性などの地域要因にも強く規

定される。そこで、これらの要因についても可能な限りコントロールした上で分析を行う。

２．分析の方法

２．１　分析に用いるデータ

分析で用いるデータは、職業安定業務統計および雇用保険業務統計から作成したものであ

る（以下、業務統計と呼ぶ）。これらは、前職で雇用保険に加入しており、2005年８月１日

～31日の間に離職しかつ離職後にハローワークに雇用保険受給手続き及び求職申込みをした

者であるが、そのうち、結婚、出産、育児や定年といった理由で労働市場から完全に退出し

てしまい、転職を望まない可能性のある人（判断された人）を分析対象から外すために、15

歳以上50歳以下の男性にサンプルを限定する。その上で、さらにハローワーク大阪港労働と

ハローワークあいりん労働で求職活動を行った者と障害者を除いたサンプルを分析対象とす

る（以下、分析対象者と呼ぶ）。

他方、業務統計からだけでは、ハローワークの属性や取組みについての情報を十分に得る

ことができないため、全国すべての公共職業安定所長を対象としたアンケート調査『ハロー

ワークの業務に関する調査』を実施することにより、これらに関する情報を補完する（以下、

アンケート調査と呼ぶ）。さらには、（３）で後述するが、主に地域属性に関する情報などを

外部データにより補完することで、最終的な分析用データを作成する。
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２．２　計量分析の方法

本章では、離職してから３ヶ月以内の就職率を高める、求職期間（離職期間）を短くする、

あるいは転職後賃金を高める要因、すなわちマッチング効率性を規定する要因についての分

析を行う。ここで、分析の枠組みを確認しておこう。

離職してから３ヶ月以内の就職率についての分析は、離職後３ヶ月以内に就職した場合を

１、そうでない場合を０とするダミー変数を作成し、これを被説明変数としてプロビット分

析を行う。また、求職期間についての分析は、業務統計の抽出日時である2006年７月13日に

おいて就職している場合をcensored（求職期間が完結）、就職していない場合をuncensored

（求職期間が継続）とした、サバイバル分析を行う。

さらに、これらの変数について、次の２つの枠組みで分析を行う。第１は、ハローワーク

に紹介された就職先に就職した者（以下、ハローワーク経由就職者）とそれ以外の者との比

較である。この比較を行うことで、ハローワークのどのような属性や取組みがハローワーク

による紹介のマッチング効率に影響しているのかを明らかにすることを目指す。

その一方で、ハローワークには職業紹介に至る前に求職方法の伝授や職業相談といったサ

ービスを求職者に提供するという機能もある。ハローワークで求職申込みをした者が、必ず

しもハローワークが紹介した企業に転職するとは限らず、ハローワーク以外の経路を用いて

転職する場合もある。今回の分析対象者は皆、離職後にハローワークに雇用保険受給手続き

及び求職申込みをした者であるから、なんらかの形でハローワークと関わった人々であり、

そのプロセスにおいてハローワークから受けたサービスが、求職者の求職行動に影響を与え

る可能性は否定できない。たとえば、ハローワークで職業相談をうけることで、その人にマ

ッチした仕事の選び方を習得する、あるいは留保賃金が下がることによって、ハローワーク

の紹介する仕事の選択には至らないものの、その他の職業紹介機関等の紹介による仕事を受

け入れ、転職することができるということなどが考えられる。こうしたハローワークの効果

についても考慮するために、第２の分析フレームワークとして、分析対象者のうち転職経路

をハローワーク経由に限らず就職した者とそれ以外の者とを比較し、ハローワークのどのよ

うな属性や取組みが求職者の就職成功率を高めたり、求職期間を短縮したりするのかを明ら

かにする。以後は、このような就職を、単に「就職」と呼ぶ。したがって、この「就職」に

ついては、ハローワークの職業相談や求職方法伝授といった側面からの機能について、一方、

「ハローワーク経由就職」については、そうした機能に加えて、いかに求職者にマッチした

求人を提供できるかといった紹介機能も含めたより包括的なハローワークの機能についての

検証とみなすことができよう。

転職後賃金の規定要因についての分析は、対数転職後賃金を被説明変数とするOLS分析を

行う。転職後の賃金は、求人と求職者とのマッチングの質を示す指標であるから、ここでは

ハローワークの包括的な職業紹介機能を検証するため、ハローワーク経由で就職した者に分

析対象を限定する。
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２．３　主な変数

分析に用いる説明変数は、求職者の個人属性、ハローワークの基本属性、ハローワークの

職業紹介サービスの強度、ハローワークの的確な職業紹介を行うために実施している取組み

と職員の職業能力や職業紹介サービス向上のための取組みに関する変数、そして地域属性に

関する変数である。これらを詳細にみていこう。

求職者の個人属性に関する変数として、年齢、年齢の二乗項、結婚の有無、扶養家族の人

数、転居を伴う転職が可能かどうか、学歴、運転免許の有無を用いる。また、求職活動に対

して積極的な人のほうが、そうでない人よりもより良いマッチングを達成できると考えられ

る。離職してすぐに求職活動を始める人は転職に積極的、逆に、離職してからなかなか求職

活動を始めない人は転職にさほど熱心ではない、または転職の早急な実現を必要としていな

いとみなせるだろう。そこで、求職活動に対する積極性の代理変数として、離職してから求

職活動を開始するまでの日数を用いることにする１。

また、雇用保険の受給状況も、求職者の職探し行動に影響を与えると考えられる２。そこ

で、求職期間についてのサバイバル分析においては、月単位のtime-varying変数として、雇

用保険の受給ダミー変数と、受給者についてはさらに雇用保険受給期間終了まで１ヶ月未満

ダミーを作成し、計量分析に取り入れる。前者は、分析期間中のある月に雇用保険を受給し

ている場合、その月においては１、そうでない場合は０をとるtime-varying変数である。後

者は、分析期間中のある月に、雇用保険受給期間終了まで１ヶ月未満である場合、その月に

おいては１、そうでない場合は０をとるtime-varying変数である３。以上の変数の作成に必

要な情報は、業務統計から得ることができる。

次に、ハローワークの基本属性に関する変数として、ハローワークの半径500m以内の民

間の職業紹介事業所および地方公共団体の職業紹介事業所の有無とハローワークの職員数を

用いる。ハローワーク以外に求職者の利用可能な職業紹介サービス提供機関が多いほど、他

の条件が一定であっても「就職」確率は高まると考えられる。また、ハローワークのタイプ、

つまり求人型、求職型、求人・求職バランス型のどれに属するかを示すダミー変数も説明変

数として用いる。

ハローワークの職業紹介サービスの強度を代理する指標としては、夜間開庁の実施の有無４、

新規求職者1000人当たりの職員数、相談員数、就職支援アドバイザー数、就職支援ナビゲー

ター数、再就職プランナー数５、ならびに職業相談窓口数、求人自己検索装置設置台数を用
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１ 求職活動開始年月日から離職年月日を差し引いて作成した。
２ 小原（2002）を参照のこと。
３ 変数の定義から明らかであるが、雇用保険受給期間が終了している月も１となる。
４ 土日開庁の有無も職業紹介強度の指標の候補として挙げることができるが、夜間開庁を行っているハローワー
クは土日開庁も行っているため、ここでは夜間開庁の実施の有無のみをハローワークの職業紹介強度の指標とし
て用いることとした。
５ 相談員数は就職支援アドバイザー数と就職支援ナビゲーター数と再就職プランナー数の合計である。よって、
後述する計量分析においては、新規求職者1000人あたり就職支援アドバイザー数をリファレンスグループとして
いる。



いる。新規求職者1000人当たりの変数は、求職者1000人当たりが職員ならびに相談員から享

受できる職業紹介サービス強度の代理指標である。職業紹介サービスの強度の指標は、本来

であれば、「求職活動のための来所者」当たりの数値として測ったほうがより正確であるか

もしれないが、本分析ではこの情報を得ることができなかったため、ここでは「新規求職者

1000人当たり」の指標を用いた。また、職員数は相談・紹介部門に配置されている者以外も

含んでおり、大規模所になるほど、相談・紹介業務の占める割合が下がり、また相談員数は

ハローワークの都市部所在との相関が高い。そのため、これらを1000人当たりに換算しても、

その職員人数や相談員人数の相談・紹介業務充当分はばらついている可能性も残され、これ

ら指標で職業紹介サービスの度合いを測ることは、若干の正確性を欠く可能性が残される。

また、ある業務における経験は、その業務の遂行能力を高めると考えるのは自然であろう。

そこで、職業相談・紹介担当の職員および相談員の職業相談・紹介業務の平均経験月数とそ

の二乗項も、職業紹介サービスの強度の代理指標として使う。

分析の焦点となるハローワークの的確な職業紹介を行うために実施している取組みと、職

員の職業能力や職業紹介サービス向上のための取組みについての変数については、アンケー

ト調査から作成する（以下、両者をあわせて、ハローワークの取組み変数と称す）。前者は、

「昨年度一年間に（平成17年度）、貴所では、的確な職業紹介を行うために、以下の取組みを

実施しましたか」というアンケート調査の以下の９つの項目に対する実施の有無から作成し

ている。その９つの項目とは、①担当者予約制による職業紹介、②未充足求人に対する要件

緩和の助言、③朝または夕方の求職票と求人票の突合作業、④事業所訪問、⑤雇用保険受給

者に対する認定日ごと職業相談、⑥部門間の情報交換会、⑦貴所で自主的に企画するセミナ

ーや講習会、⑧自己探索装置を利用する者の職業相談窓口への誘導、⑨個々の求職者のニー

ズにあわせた個別求人開拓、であり、それぞれに対して「実施した」との回答の場合1、「実

施しなかった」の場合０とするダミー変数を、計量分析では用いる。

また、後者については、「昨年度に（平成17年度）、貴所では、職員または相談員の専門能

力やサービスの向上をはかるために、以下の取組みを自主的に実施しましたか」という設問

の、（a）業務に関する技能・知識を高めるための研修（キャリアコンサルティング研修を除

く）、（b）キャリアコンサルティング研修、（c）接遇研修、（d）顧客満足度を高めるための

研修、（e）自主勉強会、（f）職業相談ケース検討会、という６つの項目に対して、「実施し

た」との回答の場合１、「実施しなかった」の場合０とするダミー変数を作成する。

そのほか、転職行動の分析において、地域属性の影響を無視することはできない。そこで、

地域属性を表す変数として、都市部か地方部かを識別する変数を用いる。具体的には、全地

域を東京23区・横浜・大阪・名古屋、東京23区・横浜・大阪・名古屋以外の政令指定都市、

政令指定都市以外の県庁所在地、その他の市町村の４つに分類し、その分類に沿ったダミー

変数を作成する。従ってこの分類では、前者ほど大都市を指す。さらに、分析対象者が離職

した時期である2005年８月の都道府県別失業率を用いることで、その地域の労働市場特性の
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把握を試みる。

以上が、ハローワークの属性や取組み、ならびに求職者本人の属性や労働市場特性等のマ

ッチング効率性に影響を与える説明変数である。しかしながら、これらの説明変数では把握

されないが、ハローワークのマッチング効率に影響を与えるだけでなく、ハローワークの取

り組みとも関連する変数が存在すると推計上の偏り（バイアス）が生じてしまうという問題

が発生する。その要因の第一として考えられるのが、より的確な職業紹介を行うための取組

みを実施したり、職員の職業能力やサービス向上に取り組んでいるハローワークほど、管轄

地域の経済状況や労働市場特性などの理由により、そもそもマッチング効率が低く、そのた

めにより積極的に取組みを行っているという可能性である。この問題が発生している場合、

ハローワークの取組みの効果が過小に推定される傾向がある。そこで、分析対象となる個々

のハローワークを識別するダミー変数（ハローワークダミー）を計量分析モデルに取り入れ

る。具体的には、たとえばハローワークAダミーはハローワークAの利用者は１、利用しな

かった人は０をとる変数ということになる。分析対象となるハローワークの総数は465なの

で、ハローワークダミーの数は464個となる。これらハローワークダミーを説明変数に取り

入れることで、その他の説明変数では把握できない各ハローワーク固有の事情をコントロー

ルした上での、取り組みの効果を推計することが可能となる。

ハローワーク固有の事情は上記のハローワークダミーによってコントロールが可能である

が、これらのダミーはかなりの自由度を奪うことから、第４節の計量分析ではハローワーク

ダミーを入れた場合と入れない場合の推計を実施する。ハローワークダミーを入れない場合

にそうしたバイアスをコントロールする手段として、求職者自身の「就職困難度（エンプロ

イヤビリティの低さ）」の代理変数を説明変数に含めた推計も行う。これは、就職困難者の

多いハローワークにおいて特に取組みが積極的になされている場合、そうした取組みの効果

が過小に推定される傾向を、求職者のエンプロイヤビリティの代理指標として、前職の在職

日数を推定式に加えることを通して、排除しようという試みである。前職の在職日数が長い

ほど、エンプロイヤビリティが高いのであれば、前職の在職日数はマッチング効率性に正の

効果をおよぼすが、在職日数の長さがエンプロイヤビリティの低さを表す可能性もある。こ

のように、前職の在職日数がエンプロイヤビリティと正の相関をもつか負の相関をもつかは

理論上自明ではないが、エンプロイヤビリティとの相関があれば、代理変数として有効に機

能することが期待される６。
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６ ただし、代理変数として機能するために満たされなければならない他の条件、たとえば前職の在職日数が一定
であれば、就職困難度とハローワークの取り組みとの相関が消滅するといった点を前職の在職日数が満たすかど
うかは不明であり、そうした点からも、本分析で用いた代理変数では、推計上のバイアスを完全に排除できてい
ない可能性は残る。



２．４　本章での就職の定義と、利用データの留意点

最後に、本章で定義する就職とは何かを説明し、利用データについて留意すべき点をまと

めておく。

本章では、雇用保険業務統計において、得喪トレーラーに2005年８月一ヶ月の間の日付が

離職等年月日として記載されている者を離職者とし、その離職日より後の日付の資格取得年

月日のある得喪トレーラーが存在する場合を就職した、つまり転職成功と定義している。つ

まり、このデータから把握できる就職とは、雇用保険加入を伴う就職しか捉えられていない。

しかし、現実には、後の得喪トレーラーがない場合でも転職を実現した者がいるはずである。

さらに、ハローワーク求職者のうち自営業、専業主婦、フリーター、短時間就労者（20時間

未満）等、雇用保険被保険者ではなかった求職者及び在職求職者で資格喪失しなかった者に

ついては基本となる被保険者台帳データに含まれておらず、そもそも雇用保険業務統計にお

いては情報を把握することができず、今回の分析対象外となってしまっている。

また、ハローワーク経由就職の定義であるが、職業安定業務統計の求職台帳につらなる紹

介状況トレーラー内に採否という項目があるが、ここで採用と入力されている場合をハロー

ワーク経由就職としている。つまり、求職台帳を捕捉できることがハローワーク経由就職者

把握のための大前提となるわけだが、ここで得られる求職台帳ヘッダーは、詳細は第Ⅲ部・

参考資料にゆずるが、基本となる被保険者台帳データと「雇用保険被保険者番号」が連動し

ている求職台帳ヘッダーであり、雇用保険被保険者番号を求職受理時に登録しないハローワ

ーク求職者の求職台帳ヘッダーについては抽出されていない。つまり、①在職期間が短いせ

いなどで、雇用保険受給資格が得られずにハローワークを利用した者、②離職後、離職票の

交付前にハローワークを利用したが、交付後も雇用保険手続きをとらなかった者、③在職中

からハローワークを利用し、分析対象期間中に資格喪失をしたが、雇用保険受給手続きをと

らなかった者は、このデータからは把握できていない７。

以上説明したように、本章の分析対象は、あくまでも前職で雇用保険に加入しており、か

つ2005年８月１日～31日の間に離職しかつ離職後にハローワークに雇用保険受給手続き及び

求職申込みをした者のみであり、それ以外の人は分析対象となっていない。つまり、本研究

の利用データでは、分析対象期間に離職したすべての人、ハローワークで求職活動を行った

すべての人、ひいては転職に成功した人すべてを把握できているわけではないことに、十分

な留意が必要である。

３．主な変数の基本統計量

計量的な分析を行う前に、ここで、本章で取り上げるマッチング効率性を測る成果指標の

うち、離職してから３ヶ月以内のハローワーク利用者の就職率、ハローワーク経由就職率な

－38－

７ ハローワーク利用者のなかで雇用保険受給者の占める割合は、平均的には約４割となっている。



らびに転職後賃金の基本統計量を確認する（図表２－１）。

次に、全国469のハローワーク（本所）における８、職業紹介を行うにあたってのさまざ

まな取組みの実施状況を、アンケート調査の結果に基づきまとめたのが、図表２－２、２－

３である。まず図表２－２は、「より的確な職業紹介を行うため」の取り組みの実施状況を

示している。担当者予約制による職業紹介を実施しているハローワークの割合は５割を切る

が、その他の取組みについてはほとんどのハローワークで実施していることがわかる。

次に、職員または相談員の専門能力やサービスの向上をはかるための自主的な取組みを行

っているハローワークの割合をまとめたのが、図表２－３である。業務に関する知識を高め

るための研修や接遇研修については９割程度のハローワークが行っているが、職業相談ケー

ス検討会、自主勉強会については約５割、顧客満足度を高めるための研修については４割、

キャリアコンサルティング研修については１割が実施しているにとどまっている。

－39－

８ このハローワーク数は、アンケート調査実施時点の2006年７月現在のものである。

図表２－１　離職してから３ヶ月以内の就職率

注：対数転職後賃金は、±4σでデータを除外。

図表２－２　より的確な職業紹介を行うための取組みを実施しているハローワークの割合

注：無回答のハローワークを除く。



４．計量分析の推定結果

４．１　離職後３ヶ月以内の就職確率について

本節では、２節で説明した分析の枠組みにのっとって、計量分析を行った結果を報告する。

基本統計量、ならびにマッチング効率性の指標と各説明変数の関係をみたクロス表は、附表

として章末にまとめている。

離職してから３ヶ月以内の就職確率（ハローワークの紹介先以外に就職した場合も含む）

についてのプロビット分析の結果（限界効果）を示したのが、図表２－４と図表２－５であ

る。前者はハローワークダミーで各ハローワーク固有の事情をコントロールしていないのに

対し、後者はハローワークダミーでコントロールした結果である。

まず、個人属性の効果からみてみよう。必ずしも統計的に有意ではないが、年齢が高い人

ほど逓減的ではあるが就職確率の上がる傾向がみられる。また、結婚している人、扶養家族

の人数が多い人、転居を伴う転職が可能な人、学歴が高い人ほど、就職確率は高くなる。さ

らに、運転免許を持っている人のほうが就職確率は高い。そして、離職してから求職活動を

開始する日数が長い人ほど就職確率は低い。

次いで、地域属性については、東京23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、

政令指定都市以外の県庁所在地や、その他の市町村のほうが就職確率は高い。また、失業率

の高い都道府県ほど就職確率は低く、地域の経済情勢の影響を受けていることがわかる。

ハローワークの取組み変数の推定結果であるが、ハローワークダミーなしの図表２－４と

ハローワークダミーありの図表２－５を比べると、ハローワークダミーを入れると推定結果

が異なってくる。よって、ここでは、ハローワーク固有の状況を考慮に入れた推定結果であ

る図表２－５をみていこう。

ハローワークダミーをコントロールした場合、唯一統計的にもその有効性が認められるの

は、職業相談ケース検討会である。これを実施しているハローワークでは、離職後に雇用保

－40－

図表２－３　職員または相談員の専門能力やサービスの向上をはかるための自主的な取組み

を行っているハローワークの割合

注：無回答のハローワークを除く。



険の受給手続き及び求職申込みをした者の就職確率が統計的に有意に高くなっている。職業

相談ケース検討会を積極的に実施しているハローワークは、その求職者の支援を熱心に行っ

ているのみならず、この過程をとおして職員の相談技能の向上が図られている等の間接的な

効果が表れていると考えられる。

しかし、より的確な職業紹介を行うための取組みを行っているハローワークほど、そのハ

ローワークの管轄地域に固有な事情や経済状況などのせいでそもそもマッチング効率が低

く、そのためにより積極的に取組みを行っているという内生性の問題を完全にはクリアでき

ていない可能性が残され、ここでの分析結果には一定の留意が必要である。

４．２　離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職確率について

離職してから３ヶ月以内のハローワーク経由での就職確率についてのプロビット分析（限

界効果）の結果を報告したのが、図表２－６と図表２－７であり、前節同様、前者ではハロ

ーワークダミーで各ハローワーク固有の事情をコントロールしておらず、後者はハローワー

クダミーでコントロールした結果である。

個人属性については（１）節の分析と同じ様な傾向がみられる。必ずしも統計的に有意で

はないが、年齢が高い人ほど就職確率が上がり、その上がり方は逓減的である。また、結婚

している人、扶養家族の人数が多い人ほど就職確率は高くなる。また、学歴をみると、中卒

の人とくらべると高卒、短大卒の人で就職確率が高い。さらに、運転免許を持っている人の

ほうが就職確率は高い。そして、離職してから求職活動を開始する日数が長い人ほど就職確

率は低い。

東京23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、その他の地域のほうがハローワ

ーク経由の就職確率は高くなる９。また、失業率の高い都道府県ほど就職確率は低く、地域

の経済情勢の影響を受けていることがわかる。

ハローワークの取組み変数の推定結果であるが、ハローワークダミーなしの図表２－６と

ハローワークダミーありの図表２－７では統計的有意性など推定結果が異なっており、ハロ

ーワーク固有の状況に規定される部分が大きいと考えられる。

４．３　求職期間について

業務統計の抽出日時である2006年７月13日において就職している場合をcensored、就職し

ていない場合をuncensoredとし、求職期間の規定要因をサバイバル分析を用いて推計した

結果を報告したのが、図表２－８である。ここではハローワークの紹介先以外への就職も含

めた求職期間が分析対象である。求職者の属性の効果としては、年齢が高い人ほど就職率ハ

ザード（以下、就職率）は低い（求職期間が長くなる）。結婚している人、扶養家族の人数

－41－

９ 黒澤（2005）と整合的な結果である。
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図表２－４　離職後３ヶ月以内の就職率についてのプロビット分析（限界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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図表２－５　離職後３ヶ月以内の就職率についてのプロビット分析（限界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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図表２－６　離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職率についてのプロビット分析（限界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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図表２－７　離職後３ヶ月以内のハローワーク経由の就職率についてのプロビット分析（限

界効果）
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注１：カッコ内の数値はz値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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が多い人、転居を伴う転職が可能な人ほど、就職率は高く、また、学歴が高い人のほうが就

職率は高い傾向がある。さらに、運転免許を持っている人のほうが就職率は高い。離職して

から求職活動を開始する日数が長い人、つまり求職活動に対して少なくとも開始時点は熱心

ではないと考えられる人ほど、就職率が高くなるという結果は（２）の分析結果と非整合的

であるが、期間を限定しない場合、かえってこうした人々の就職確率が高いのかもしれな

い。

そのほか、東京23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、そのほかの都市、市

町村のほうが就職までに時間がかかる。ハローワークの属性については、規模の大きいハロ

ーワークほど就職率は高い傾向がみられる。

ハローワークの取組み変数の推定結果は図表２－７（３）～（６）式で報告されている。

ハローワークダミーなしが（３）～（４）式、ハローワークダミーありが（５）～（６）式

である。ハローワークダミーなしの（３）～（４）式では職業相談ケース検討会の実施が離

職期間の短縮をもたらす傾向が見出せるが、ハローワークダミーを用いた推定を行うと、

（５）～（６）式にあるように、その取り組みの効果にまったく有意性がみられなくなる。

すなわち、離職してから就職するまでの期間の長さはハローワーク固有の状況に規定される

部分が大きく、特定な取り組みの影響は小さいことが窺える。

次に、ハローワーク経由で就職した場合のみを離職期間の打ち切りとした、離職期間につ

いてのサバイバル分析の結果を報告したものが図表２－９である。求職者属性の効果として

は、既婚、学歴が高い、さらに、運転免許を持っている人のほうがハローワーク経由での就

職率は高い傾向がある。離職してから求職活動を開始する日数が長い人、つまり求職活動に

対して少なくとも開始時点は熱心ではないと考えられる人ほど就職率が高くなるが、この結

果は前節のサバイバル分析と同様、本節（２）の分析結果と非整合的であり、今後検討が必

要である。

地域属性をみると、必ずしもすべてにおいて統計的有意な結果とはなっていないが、東京

23区・横浜・大阪・名古屋という大都市とくらべて、そのほかの都市、市町村のほうが就職

率は高い傾向がみられる。

ハローワークの取組み変数の推定結果は図表２－９（３）～（６）式で報告されている。

ハローワークダミーなしが（３）～（４）式、ハローワークダミーありが（５）～（６）式

である。ハローワークダミーを入れると、統計的有意性が異なり、とくにハローワークダミ

ーをいれると、その取り組みの効果にまったく有意性がみられなくなる。すなわち、ハロー

ワーク経由で就職するまでの離職期間の長さはハローワーク固有の状況に規定される部分が

大きく、ハローワークによる特定な取り組みの影響は残念ながら小さい。
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図表２－８　離職してから就職するまでの期間についてのサバイバル分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値はt-値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
注３：Cox-Proportional Hazardモデルを用い、Efronの方法を用いた。
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図表２－９　ハローワーク経由で就職するまでの離職期間についてのサバイバル分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値はt-値。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
注３：Cox-Proportional Hazardモデルを用い、（１）～（４）はEfronの方法を、（５）～（６）はBreslow

の方法を使った。



４．４　転職後賃金について

ハローワーク経由で就職した人の転職後賃金の規定要因について、OLSの手法を用いて推

計した結果を報告したのが、図表２－10と図表２－11である。これまでと同じく、前者では

ハローワークダミーで各ハローワーク固有の事情をコントロールしておらず、後者はハロー

ワークダミーでコントロールした結果である。

まず、転職前賃金の高い人ほど、賃金の高い転職を実現することがわかる。また、年齢が

高い人ほど転職後賃金は高く、年齢の二乗項の係数がマイナスであることから、その度合い

は逓減的であることが分かる。結婚している人、扶養家族の人数が多い人、転居を伴う転職

が可能な人ほど、転職後賃金は高くなる。また、大学・大学院卒者で転職後賃金は高い傾向

にある。さらに、運転免許を持っている人のほうが転職後賃金は高い。

そして、必ずしも統計的に有意ではないが、東京23区・横浜・大阪・名古屋よりも、その

他の地域のほうが、転職後賃金が低い傾向がみられる。

また、必ずしもすべての推定式で統計的に有意ではないが、夜間開庁を実施しているハロ

ーワークで求職活動を行った分析対象者のほうが、転職後賃金が高くなっているが、これは

夜間開庁の効果というよりも、夜間開庁しているハローワークの、地域ダミーではとらえき

れない「都心部」という特性がもたらしている結果である可能性もある。

ハローワークの取組み変数の推定結果であるが、ハローワークダミーなしの図表２－10と

ハローワークダミーありの図表２－11では統計的有意性などの点で推定結果が異なってお

り、やはり転職後賃金についても、ハローワークの取り組みよりも、各ハローワーク固有の

状況に規定される部分が大きいと考えられる。

５．むすび

本章では、就職率、求職期間（離職期間）、転職後賃金といったマッチング効率性の成果

指標に影響を与えると考えられる求職者の個人属性、地域属性、ハローワークの基本属性、

をコントロールした上で、それらマッチング効率性を示す成果指標にハローワークの職業紹

介サービスの強度、ならびにハローワークの的確な職業紹介を行うために実施している取組

みや職員の職業能力や職業紹介サービス向上のための取組みがどういった影響を与えている

のかを計量的分析によって検証した。

その結果、求職者の個人属性や地域属性は、これら成果指標に対して強く影響を与えるこ

とが示されたが、ハローワークの基本属性、ハローワークの職業紹介サービスの強度、ハロ

ーワークの取組みに関しては、統一的な傾向を見出すことはできなかった。個々のハローワ

ークに固有な効果を固定効果として考慮しない分析では、ハローワーク管轄地域に固有な情

報を十分にコントロールできなかったことがその要因であると考えられるが、ハローワーク

の固定効果を考慮した分析では、いずれの成果指標も固定効果に規定される部分が大きく、

ハローワークの取組みに統計的に有意な効果を見出すことはできなかった。
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図表２－10 転職後賃金についてのOLS分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値は標準偏差。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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図表２－11 転職後賃金についてのOLS分析の結果
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注１：下段のカッコ内の数値は標準偏差。
注２：***は統計的に１％有意、**は５％有意、*は10％有意。
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